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定款の一部変更に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 27 年５月 25 日開催の取締役会において、平成 27 年６月 25 日開催予定の当社

第 63 回定時株主総会に、「定款一部変更の件」を付議することを決議いたしましたので、下記

のとおりお知らせします。 

 
記 

 
１．変更の理由 

(1) 当社の事業内容の明確化を図るため、現行定款第２条（目的）につき、事業目的

を追加するものであります。 

(2) 経営体制の充実強化を図るため、現行定款第 23 条（員数）に定める取締役の員

数を７名以内から８名以内に変更するものであります。 

(3) 社外取締役の招聘に伴い、社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう

にするため、また今後も引続き社外取締役として適切な人材を確保できるようにす

るため、責任限定契約を締結することができる旨の規定を第 34 条（取締役の責任

免除）第２項に新設するものであります。なお、「会社法の一部を改正する法律」

（平成 26 年法律第 90 号）の施行により、業務執行を行わない取締役との間でも責

任限定契約の締結が可能となりましたので、適切な人材を確保できるようにするた

め、当該契約の締結ができる取締役を、社外取締役に限定せず新設いたしたいと存

じます。 

   なお、第 34 条（取締役の責任免除）第２項の新設につきましては、各監査役の

同意を得ております。 

(4) 「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90 号）の施行により、社外

監査役でない監査役との間でも責任限定契約の締結が可能となりましたので、適切

な人材を確保できるようにするため、現行定款第 44 条（監査役の責任免除）の一

部を変更するものであります。また、責任限定契約に基づく賠償責任の限度額につ

いて柔軟な報酬設定を行うため、同条の一部を変更するものであります。 

(5) 上記変更に伴い、必要な号数の繰り下げを行うものであります。 
 

２．変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 



（下線  は変更部分を示します。）  
現行定款 変更案 

  
（目的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とす

る。 

１．木製品の製造ならびに販売 

２．建材の製造ならびに販売 

３．住宅設備機器の販売 

４．建設工事および建設工事全般に関す

る企画、設計、管理、施工 

（新設） 

  

（新設） 

５．自然再生可能エネルギーによる発電

ならびに売電 

６．不動産の売買ならびに賃貸 

７．山林の経営 

８．美術品の収集、売買 

９．前各号に附帯関連するすべての事業

（目的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とす

る。 

１．木製品の製造ならびに販売 

２．建材の製造ならびに販売 

３．住宅設備機器の販売 

４．建設工事および建設工事全般に関す

る企画、設計、管理、施工 

５．建築物に関する各種申請支援業務 

６．コンピュータソフトウェアの設計、

開発、販売、賃貸、保守 

７．自然再生可能エネルギーによる発電

ならびに売電 

８．不動産の売買ならびに賃貸 

９．山林の経営 

10．美術品の収集、売買 

11．前各号に附帯関連するすべての事業

  
（員数） 

第23条 当会社の取締役は、７名以内とする。 

（員数） 

第23条 当会社の取締役は、８名以内とする。 

  
（取締役の責任免除） 

第34条 当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役

（取締役であった者を含む。）の損害賠償

責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる。 

（新設） 

（取締役の責任免除） 

第34条   （現行どおり） 

 

 

 

 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、取締役（業務執行取締役等であ

る者を除く。）との間に、同法第423条第

１項の行為による損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令の定める額とする。 

  
（監査役の責任免除） 

第44条 当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる監査役

（監査役であった者を含む。）の損害賠償

責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外監査役との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく責任の限度額は、1,200

万円以上であらかじめ定めた金額または

法令が規定するいずれか高い額とする。 

（監査役の責任免除） 

第44条   （現行どおり） 

  

  

  

  

  ２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、監査役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、法令の定める

額とする。 

 
３．日程（予定） 

    定款変更のための株主総会開催日 平成 27 年６月 25 日（木曜日） 

 定款変更の効力発生日      平成 27 年６月 25 日（木曜日） 

以上 


